
  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

この「山形県の環境」は、山形県環境基本条例に基づく年次報告書である 

「山形県環境白書」として、令和元年度における環境やエネルギーに関する

情報、県の施策の実施状況などについて、特に話題性の高い項目を取り上げ、

わかりやすく解説したものです。 

令和２年度版 

山形県環境白書 



２ 

 

山形県環境基本条例 
第10条 知事は、環境の保全及び創造に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るための計画を

定めなければならない。 

はじめに ～第３次山形県環境計画について～ 

 「山形県環境白書」は、山形県環境基本条例に基づく年次報告書として、本県の環境の状況

並びに県が環境の保全及び創造に関して講じた施策の状況等について、取りまとめたものです。 

 本県では、山形県環境基本条例第10条の規定により、環境の保全及び創造に関する施策を総

合的かつ計画的に推進するための最も基本となる計画として、「第３次山形県環境計画」を平成

24年３月に策定しました。 

 この計画は、計画期間を策定後10年間とし、目指す将来像、６つの基本目標や基本目標の実

現に向けた共通基盤、施策の展開方向、環境指標、環境配慮指針により構成されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

みんなで取り組む 

環境負荷の少ない 

県土づくり 

人と自然との 

共生の確保 

恵み豊かな環境を 

良好な状態で将来

世代に継承 

地球環境保全の 

積極的な推進 

～目指す将来像～ 「持続的発展が可能な豊かで美しい山形県」 

第３次山形県総合発展計画 

 Ⅱ 県づくり構想 

  ３ 地域社会 ～豊かで質の高い暮らしや活力ある産業を 

支え続ける「地域社会」の実現～ 

  （１）良好な環境と暮らしや産業が共に高まり合う「環境先進地山形」の形成 

    ① 山形ならではの“自然との共生の文化”に基づく環境地域づくりの推進 

    ② 低炭素社会などの形成に向けた先進的な地域システムづくりの推進 

    ③ 地域の環境資産の活用による経済活力の向上 

 

第３次山形県環境計画 
 

＜６つの基本目標＞  ＜主な個別計画＞ 

１ 地球温暖化を防止する低炭素社会の構築 … 山形県地球温暖化対策実行計画 

２ 再生可能エネルギー等の導入による地域

の活性化 

… 山形県エネルギー戦略 

３ ごみゼロやまがたの実現に向けた循環型

社会の構築 

… 山形県循環型社会形成推進計画 

４ 豊かな環境を守り、活かす自然共生社会の

構築 

… 山形県生物多様性戦略 

山形県鳥獣保護管理事業計画 

５ 安全で良好な生活環境の確保 … 山形県生活排水処理施設整備基本構想 

６ 環境教育を通じた環境の人づくり … 山形県環境教育行動計画 
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＜第３次山形県環境計画の中間見直しと６つの基本目標＞ 

 

 計画の始期から５年後を目途に計画全体の見直しを図ると規定しており、現行計画の進捗状

況、社会経済情勢の変化、個別計画の検討状況や環境審議会の議論などを踏まえ、平成28年度

に中間見直しを行いました。 

 引き続き、環境基本条例の目指す将来像の実現に向け、第３次山形県総合発展計画における

施策の展開方向との整合性を確保しながら、６つの基本目標に基づき、現下の諸課題の解決に

向けた総合的かつ計画的な施策を推進していきます。 

 

 

 基本目標１ 地球温暖化を防止する低炭素社会の構築        ４頁  
   

○ 日常生活や事業活動におけるエネルギーの節約、省エネ住宅や省エネ機器等の普及、自動車交通

対策を進めていくことにより、化石燃料の消費の少ない低炭素社会を構築していきます。 

 基本目標２ 再生可能エネルギー等の導入による地域の活性化     ７頁 
   

○ 東日本大震災以降のエネルギー政策の抜本的な見直しの中で、再生可能エネルギーの導入を中心 

としたエネルギー供給基盤を早期に整備し、エネルギーの安定供給を図るとともに、可能な限り地 

域の中にエネルギー源を分散配置する取組みを進めます。こうした取組みを通して、地域産業、地 

域の活性化につなげ、環境と経済が好循環する社会を構築していきます。 

 基本目標３ ごみゼロやまがたの実現に向けた循環型社会の構築    ９頁 
 

 ○ 「ごみゼロやまがた」とは、①廃棄物全体の排出量の最小化、②再生資源の利用の最大化、③環 

境への負荷の最小化が実現している将来の山形県の姿を表現しています。 

 ○ 資源の循環利用を進め、天然資源の消費を抑制し、環境への負荷ができる限り低減される、循環 

型社会への転換をさらに進めていきます。 

 基本目標４ 豊かな環境を守り、活かす自然共生社会の構築     １１頁 
 

 ○ 自然の復元能力には限界があり、本県の恵み豊かな自然環境は現在及び将来の県民の生活、産業 

及び文化を支える基盤であることから、これを慈しみ、育み、活かしながら、良好な状態で将来の 

世代に継承できるようにしていきます。 

基本目標５ 安全で良好な生活環境の確保             １４頁 
 

 ○ 大気汚染や水質汚濁に係る環境基準の達成状況について監視していくとともに、環境基準が達成 

された状況の維持及び達成されていない地域における基準の達成を目標として、必要な施策を推進 

していきます。 

 基本目標６ 環境教育を通じた環境の人づくり           １７頁 
 

 ○ 学校、地域、家庭、職場等の様々な機会で、幼少の子どもから年配者まで、あらゆる世代に対し、 

環境教育を積極的に展開していくとともに、自主的・主体的に環境保全のための行動ができる人材 

を育成していきます。 
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中間見直しの主な内容 

【温室効果ガス削減目標】  基準年度：2013（平成25）年度 

2030（令和12年）年度に基準年度比で26％削減します。《中期目標》 

     2020（令和2）年度に基準年度比で19％削減します。《短期目標》 

     2050（令和32）年度に基準年度比で80％削減します。《長期目標》 

    
 
 
 
【主な施策等】 

（1）地球温暖化を防止する低炭素社会の構築 ～省エネルギーの推進～ 

 「笑顔で省エネ県民運動」の展開による県民総ぐるみでの取組みの推進 

 「やまがた太陽と森林（もり）の会」の運営等、先進的な取組みの推進 

（2）再生可能エネルギー等の導入による地域の活性化 

 「山形県エネルギー戦略」に基づく再生可能エネルギーの導入促進 

 「やまがた百名山」や「里の名水・やまがた百選」の周知による環境資源の保全・

活用の機運醸成 

（3）気候変動による影響への適応 《新規》 

  本県の特性を踏まえた適応に係る施策の推進（農林水産、自然災害、健康等７分野） 

 

基本目標１ 地球温暖化を防止する低炭素社会の構築 

 

世界の年平均気温は1880年(工    

業化初期)から2012年までの間に

0.85℃上昇しています。日本でも100

年当たり1.24℃(統計期間1898年～2019年)

上昇しており、県内でも、山形で100

年当たり1.3℃(統計期間1890年～2019年)

の割合で上昇しています。 

今後も平均気温の上昇が予測され、

雨の降り方が極端になったりするな

どの様々な悪影響を及ぼすと考えら

れています。 

京都議定書に代わる地球温暖化対策の新たな国際的枠組みとなる「パリ協定」が発効し（平

成 28年 11月４日）、全ての条約締約国が産業革命前に比べ世界の平均気温の上昇を 1.5℃未満

に抑える努力を追求するなどの目標が効力を持つことになりました。 

 日本でも新たな温室効果ガス排出削減目標（2030 年度に 2013 年度比△26％）を設定し、政

府の「地球温暖化対策計画」に基づく目標達成に向けた取組みが進められています。 

 

 

１ 山形県地球温暖化対策実行計画 

○ 令和元年度は、平成28年度に実施した「山形県地球温暖化対策実行計画」の中間見直し

を踏まえ、地球温暖化を防止する低炭素社会の構築に向け、「令和も笑顔で！省エネ県民運

動」等による県民総ぐるみでの省エネの取組みを推進するとともに、再生可能エネルギー

等の導入による地域の活性化にも取り組みました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

山形の年平均気温の推移 

※目標は、県の計画（産業振興ビジョン、新農林水産元気再生戦略）に基づく経済活動や世

帯数、自動車保有台数などの見通しを踏まえて推計した将来のエネルギー消費量を基に、

省エネの取組みや再エネ導入等による削減効果、森林吸収量を考慮し設定しました。 

出典：仙台管区気象台「東北地方の気候の変化」 
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２ 山形県内の温室効果ガスの排出量と削減目標（ＣＯ２換算） 

○ 平成 28（2016）年度の温室効果ガスの実排出量は 957 万 t であり、基準年度（平成 25

年）の実排出量 1,012万ｔより 55万 t減少（▲5.5％）しました。 

減少の主な要因としては、省エネ機器の普及、気候的要因による冷暖房需要の減少、電

力排出係数の減少等により、家庭など民生部門からの排出量が大きく減少したことが挙げ

られます。 

また、森林吸収量 147万 tを控除した後の温室効果ガス排出量は 809万 tであり、基準

年度の実排出量 1,012万 tより 203万 t減少（▲20.0％）しました。 

   

 

３ 「令和も笑顔で！省エネ県民運動」の展開 

○ 県民総ぐるみで温室効果ガス排出削減を進めるため、 

県、市町村、経済団体、消費者団体、ＮＰＯ等との幅 

広い連携のもと「山形県地球温暖化防止県民運動推進 

協議会」を組織して、地球温暖化防止県民運動（令和 

も笑顔で！省エネ県民運動）を展開しています。令和 

元年度は、「環境の日」である６月５日に開催した「山 

形県地球温暖化防止県民運動推進大会」をキックオフに 

して、県民運動を開始しました。 

○ 「令和も笑顔で！省エネ県民運動」では、省エネルギー対 

策として、「家庭のアクション」、「事業所のアクション」、「自 

動車のアクション」の３つの分野を重点事業として取組みを 

進めました。 

   また、季節ごとに重点取組テーマを設定し、年間を通じて 

切れ目のない運動を展開し、冷暖房でエネルギー消費量の多 

くなる夏（６～９月）と冬（12～３月）は省エネ県民運動を、 

行楽等で出かける機会が多くなる春（４～５月）と秋（10～ 

11月）はエコ通勤・エコドライブ推進県民運動を展開しまし 

た。 

 

温室効果ガスの排出量の推移と削減目標 

地球温暖化防止県民運動推進大会 

家庭のアクションのパンフレット 

（万トンCO2）

2020年度
(令和2年度）

＜短期目標年度＞

2014年度
(平成26年度）

８２０

2003年度
(平成15年度）

１，１０７

９４８

2010年度
(平成22年度）

１，０１１

2011年度
(平成23年度）

2012年度
(平成24年度）

１，０２９

2013年度
(平成25年度）
＜基準年度＞

１，０１２

１３８

１３６

※森林吸収量は、国が2006年度より毎年公表

８１１

△１９％△２０％

９９０

９４４

１４３
吸収量
１２５

１６２
１６１

８１８

８５０
８６７ ８７６

８４６

2015年度
(平成27年度）

７４９

△２６％
１２２

９４２

８４５

９６

2030年度
(令和12年度）

＜中期目標年度＞

△5.5％（実排出量ベース）

△16.5％（実排出量ベース）
△6.9％（実排出量ベース）

１４７

８０９

2016年度
(平成28年度）

９５７

削減目標

削減目標
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４ 「やまがた太陽と森林（もり）の会」と環境価値の「見える化」 

○ 県では、家庭や事業所に太陽光発電設備や木質バイオマス燃焼機器を設置した県民を構

成員とする「やまがた太陽と森林（もり）の会」の運営・管理を行っています。県は、会

員が再生可能エネルギー設備を導入したことにより削減された温室効果ガスを集約し、政

府のＪ－クレジット制度を活用してクレジット化します。このクレジットを都市圏の企業

等に売却し、得られた収益を県民の環境保全活動の支援に活用しています。これにより、

県民の取組みが具体的な数値として「見える化」でき、県民の取組意欲の向上につなげる

とともに、都市圏の企業等が地方の活動を支える仕組みづくりを推進しています。 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
 

太陽光発電設備 木質バイオマス燃焼機器 合計 

２，０９５ｔ-CO2 ４３０ｔ-CO2 ２，５２５ｔ-CO2 

 

 

購入者 購入数量 

カルネコ株式会社 1,000 t-CO2 

アキレス株式会社 335 t-CO2 

新電元工業株式会社 250 t-CO2 

株式会社チノー 250 t-CO2 

沖電気工業株式会社 200 t-CO2 

東亜ディーケーケー株式会社 60 t-CO2 

リンベル株式会社 50 t-CO2 

売却額計 5,005,550円（消費税及び地方消費税を含む） 

 

 

補助団体名 市町村 取組概要 

やまがた自然エネルギ

ーネットワーク 
東根市 鶴岡市越沢地区における小水力発電可能性調査 

環境ネットやまがた 山形市 山形県における気候変動適応策とSDGs推進セミナー 

サーモンロードの会 鮭川村 鮭川の水生生物観察とウライ漁見学 

山形県シェアリングネ

イチャー協会 
鶴岡市 

ブナの森をドローン、ツリーイング、グラウンドレベルで観察

する体験型プログラム作成 

環境保全活動支援実績（令和元年度） 

山形県民ＣＯ２削減価値（Ｊ－クレジット）売買契約締結式 

やまがた太陽と森林の会

報告

（消費量等）

県内の
家庭等

入会

国

企
業
等

J-クレジット売却

収益を県の環境保全事業に活用し、広く還元

・太陽光発電の自家
消費

・バイオマス燃料の
使用

J-クレジット認証
参加者 事務局（県）

・CO2削減量の集約

・J-クレジット認証
申請

・J-クレジット売却

・収益の活用 J-クレジット代金
県内の
環境保全
活動団体

Ｊ－クレジット認証量実績（令和元年度） 

山形県民 CO2削減価値売却実績（令和元年度） 
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基本目標２ 再生可能エネルギー等の導入による地域の活性化 

 

県では、東日本大震災に伴う東京電力福島第一原子力発電所の事故で浮き彫りになったエネ

ルギーを巡る課題に対応し、安全・安心な地域づくりを進めるため、政府に先駆け、平成24年

３月に「山形県エネルギー戦略」（以下「戦略」という。）を策定しました。令和12年度までに

約100万kW（おおむね原子力発電所１基分に相当）の新たなエネルギー資源を開発することを目標に掲げ、

再生可能エネルギー導入によるエネルギーの安定供給体制の整備、本県の豊かな再生可能エネ

ルギー資源の活用による地域へのエネルギーの分散配置とそれらによる災害対応力の向上を目

指し、①大規模事業の県内展開促進、②地域分散型の導入促進（家庭及び事業所・公共施設への導入促進、

エリア供給システムの構築）の２つの視点から各種施策を展開しています。 

再生可能エネルギーの開発は、全体としては概ね順調に推移していますが、エネルギー種別

に見れば、太陽光発電、中小水力発電及びバイオマス発電などが順調な一方で、風力発電と熱

源開発の進捗に遅れが見られます。今後は、エネルギー種別間でのバランスのとれた導入を図

っていくことが重要となっています。 
資料：県環境エネルギー部エネルギー政策推進課 

 
戦略の開発目標 令和元年度末開発量 

令和２年度 令和12年度 稼動分 計画決定分 合計 

電 源 57.0万kW 87.7万kW 35.1万kW 14.9万kW 50.0万kW 

 風力発電 31.2万kW 45.8万kW 2.4万kW 5.8万kW 8.2万kW 

 太陽光発電 22.8万kW 30.5万kW 24.9万kW 7.3万kW 32.2万kW 

 中小水力発電 0.6万kW 2.0万kW 0.5万kW 1.5万kW 2.0万kW 

 バイオマス発電 1.0万kW 1.4万kW 7.4万kW 0.3万kW 7.6万kW 

 地熱・天然ガス発電等 1.4万kW 8.1万kW 0.0万kW 0.0万kW 0.0万kW 

熱 源 10.3万kW 13.8万kW 5.7万kW 0.1万kW 5.8万kW 

 バイオマス熱 2.5万kW 3.4万kW 3.4万kW 0.0万kW 3.4万kW 

 
その他熱利用 
(太陽熱・地中熱等) 7.9万kW 10.4万kW 2.4万kW 0.0万kW 2.4万kW 

合計 67.3万kW 101.5万kW 40.9万kW 14.9万kW 55.8万kW 

    ※表示単位未満四捨五入のため合計が合わない場合がある。「0.0」は四捨五入の結果1.0単位に満たない数となったものである。 

 

 

１ エネルギー政策推進プログラムの中間見直しを踏まえた施策展開 

○ 令和元年度は、平成28年度に実施した「エネルギー政策推進プログラム」の中間見直し

を踏まえ、風力発電や中小水力発電、熱利用の導入拡大などを中心に、エネルギー種別ご

との課題に応じた取組みを進めるとともに、事業者の取組みや、家庭への再エネ設備導入

の支援にも取り組みました。 

【令和元年度における主な事業の実績】 

◆ 内陸部での風力発電の導入促進に向けた風況調査の実施（3か所） 

◆ 遊佐町沖における洋上風力発電の導入に向けた研究・検討 

◆ 地域分散型導入に資するエリア供給システム構築等の調査に対する支援（２件） 

◆ 県商工業振興資金の融資を受けた事業に係る利子補助（2件） 

◆ 家庭や事業所への再生可能エネルギー設備導入への助成（373件） 
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２ 大規模事業の県内展開促進 

(1) 風力発電に係る風況等実態調査等の実施 

○ 県内に広く風力発電の事業誘導を図る

ため、自然や地理的条件、法規制等を踏

まえ事業性評価を行い、候補地を抽出し

た調査結果を公表しています。 

候補地：計 19か所（右図参照） 

○ 特に内陸部の候補地への事業誘導を図

るため、事業化の判断材料となる通年の

風速や風向を実測した風況調査の結果

を公表しています。 

（公表中調査地：８か所） 

山形市関沢、上山市小笹、村山市雪の観音

郷、最上町満沢、鮭川村与蔵峠、米沢市栗

子峠、南陽市小滝、飯豊町高峰 

(2) 風力発電の事業可能性調査への支援 

○ 事業者が市町村と連携して事業化に

向けて行う風況調査２件に助成しました。 

(3) 洋上風力発電の導入検討 

○ 遊佐町沖での洋上風力発電の導入に向けて、産学官金連携による研究・検討組織を設

置し漁業との協調策等の検討を行うなど関係者の理解浸透を図ったほか、遊佐町内全地

区で説明会を開催しました。 

(4) 中小水力発電に係る事業可能性調査の実施 

○ 県管理砂防堰堤約1,100か所の中から、落差や流量で出力100kW以上が見込まれる地点

を候補地として33か所を抽出し公表しています。 

 

３ 地域分散型エネルギーの導入促進 

(1) 再生可能エネルギー等設備の導入を支援する取組み 

○ 家庭・事業所における蓄電池(太陽光発電設備と同時)や木質バイオマス燃焼機器(ペレ

ットストーブや薪ストーブ等)、地中熱利用装置(融雪)など 373件の導入に助成しました。 

  (2) 熱利用の拡大に向けた取組み 

○ 地中熱・雪氷熱・温泉熱の利活用アイディアを具現化する事業者や団体の研究検討に

対する支援として、空き家を雪室として活用する実験事業など２件に助成しました。 

○ 事業者が行う熱利用設備の先導的導入やエリア供給システム構築に向けた事業可能性

調査に対する支援として、施設と隣接住宅地への熱供給の検討など２件に助成しました。 

  (3) エネルギー地産地消を推進する取組み 

○ 電力小売事業者が一定エリア内で行う、家庭及び事業所への再エネ電気の供給とスマ

ート家電等のＩＣＴを活用した発電・蓄電・消費(省エネ)を最適化するシステムの構築

に係るモデル事業２件に助成しました。 

風力発電風況等実態調査：「候補地」一覧 
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基本目標３ ごみゼロやまがたの実現に向けた循環型社会の構築 

 

一層のごみ排出削減やリサイクルを推進し、循環型社会を実現するために、本県が中長期的

に目指す基本的方向や県の施策、県民、ＮＰＯ、事業者、市町村等の各主体の行動指針などを

示すものとして「第２次山形県循環型社会形成推進計画【中間見直し版】」を平成28年３月に策

定しています。 

◆ 基本理念 「県民協働で、低炭素社会に貢献するごみゼロやまがたの実現」 

◆ 基本目標 全国一ごみの少ない県を目指して、リサイクル等の循環型産業を振興 

◆ 計画期間 平成23～32年度（中間見直し後の適用期間 平成28～32年度） 

◆ 中間見直し後の基本的数値目標（令和２年度） 

（一般廃棄物）・排出量：355千t、うち事業系ごみ：89千t 

         ・１日１人当たりの排出量：820g、うち家庭系ごみ：430g 

         ・リサイクル率：27％ ・最終処分量：38千t 

（産業廃棄物）・排出量：3,558千t ・リサイクル率：60％ ・最終処分量：90千t 

ごみ（一般廃棄物）の排出量は近年横ばいで推移していますが、家庭から排出されるごみの

うち、資源化されるごみの量は減少しています。また、県民１人１日当たりのごみ排出量は、

平成25年度以降、概ね横ばいの傾向で推移しています。一方、産業廃棄物については、排出量

の抑制や循環資源としての利用が進み、最終処分量の着実な減少が図られています。 

 

１ 山形県のごみの排出量の状況 

○ 県民１人１日当たりのごみ排出量は、平成23年度までは減少傾向にあり、平成24年度か

ら平成27年度までは増加に転じましたが、平成28年度以降は再び減少しています。 

  
※１ 一般廃棄物処理事業実態調査（環境省） 
※２ ごみ排出量は、市町村が収集しているごみ等の全体像を見るため、集団回収量、資源ごみも集計に入れている。 

 

○ 山形県は、全国的にみると18番目にごみの排出量が少なく、東北ではもっとも少ない県

です。しかし、本県が目標としている「全国一ごみの少ない県」となるためには、さらに、

１人１日100g以上のごみを減らす必要があります。 

 

 

順位 都道府県
ごみ排出量
（ｇ／人日）

1 長野県 811

2 滋賀県 834

3 京都府 838

4 神奈川県 845

5 埼玉県 858

18 山形県 915

21 岩手県 930

35 宮城県 972

40 秋田県 989

43 青森県 1,002

45 福島県 1,029

全国 918



１０ 

 

２ ごみゼロやまがたの推進に向けた取組み 

(1) 街頭啓発活動 

○ 環境省では、５月30日を「ごみゼロの日」、その日 

から１週間を国民への普及啓発を図る「ごみ減量・ 

リサイクル週間」と定めています。 

○ 県ではごみゼロやまがた県民運動の一環として、 

「ごみゼロの日」である令和元年５月30日に、県内 

４か所の大型商業施設において、「ごみゼロやまがた 

県民運動キャンペーン」として家庭でのごみの削減 

を呼びかける街頭啓発活動を行いました。 

 

(2) 「令和元年やまがた環境展」の開催 

○ 環境に関わる事業者・団体・行政と県民が環境に

配慮した製品や技術の展示及び情報発信を行い、環

境問題に関する理解を深め、循環型社会及び低炭素

社会の形成に向けた取組みを推進することを目的

として、令和元年10月26日及び27日の２日間、山形

国際交流プラザにおいて、「令和元年やまがた環境

展」を開催しました。約１万９千人の来場者に対し、

３Ｒや地球温暖化対策、再生可能エネルギー、自然

との共生などについてＰＲしました。 

 

３ 海岸漂着物等の回収処理及び発生抑制の推進 

○ 庄内海岸には、毎年大量の流木やプラスチック類等が漂着しており、海岸景観、漁業及

びレクリエーション活動等に影響が生じていますが、海岸の環境保全の観点から、海岸管

理者等による漂着ごみの回収と地域住民、企業及び民間団体等による回収活動が活発に行

われています。令和元年度の海岸清掃ボランティアの参加者数は、3,892人でした。 

○ 内陸部のごみが河川等を経由して海に流出した後、波や風の力で海岸に漂着する例が多

いといわれていることから、河川等に流出する前に散乱しているごみの回収や県民生活に

おけるごみの減量化を推進する必要があります。 

 

 

 

  

街頭啓発活動の様子 

令和元年やまがた環境展 

海岸清掃の様子 環境学習の様子 
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基本目標４ 豊かな環境を守り、活かす自然共生社会の構築 

 

 本県には、ブナの天然林をはじめとする原生的な自然環境とともに、生活との関わりの中で

育まれてきた里地里山などの多様で美しい自然環境があり、地域に固有の生活文化や豊かな生

態系を形成してきました。 

 自然環境を巡っては、開発や過剰な採取による生物種の絶滅や生態系の破壊、過疎化・高齢

化に伴う人間の活動の縮小による里地里山の劣化、外来種やイノシシ、ニホンジカの分布拡大

等による人の生活等への被害発生や生態系のかく乱、地球温暖化等の気候変動による生態系全

体の変化など、複合的で深刻な課題を抱えています。 

 自然の復元能力には限界があり、本県の恵み豊かな自然環境は現在及び将来の県民の生活、

産業及び文化を支える基盤であることから、これを慈しみ、育み、活かしながら、良好な状態

で将来の世代に継承できるようにしていくことがより求められています。 

 

 

 

 

 

 

鳥海湖とニッコウキスゲ               御所山のブナ林                 飛島 

（撮影 三浦一喜 氏）          （撮影 成田琳太郎氏） 

 

 

１ 「やまがた百名山」と山岳資源の魅力向上の取組み 

○ 本県には、気軽にトレッキングが楽しめる山岳から本格的な登山者を魅了する山岳まで、

各地に自然を満喫できる貴重な山岳資源があり、豊かな山の恵みや食文化、自然にまつわ

る地域文化など、観光資源としても高いポテンシャルを有しています。こうした本県の山

岳資源を活かし、魅力向上や受入態勢の充実等の取組みを推進し、山岳観光の振興や自然

環境に対する理解の促進に結び付けていきます。 

○ 「山の日（８月11日）」の制定を契機として、平成28年度に、県民から親しまれ、愛さ

れている山を募集し、その中から、「やまがた百名山」を選定しました。地域の宝である

山に光を当て、健康増進とともに、山の魅力を認識し愛着を高め、その魅力を発信するこ

とで、山岳観光の振興につなげていきます。 

 ①応募状況 

   ・応 募 数：一般応募 908、市町村推薦 28 

   ・延べ応募山数：一般応募 2,644、市町村推薦 130 

   ・応募実山 数：244 

②選定結果 

県内の山岳・観光関係者で構成する「やまがた百名山選定委員会」において、以下の項

目を総合的に勘案し選定。 

・利 用 状 況：登山やウォーキング等の利用状況、周辺観光施設等の有無 

・地域との関わり：保全活動やレクリエーション活動等の状況、生活の密着度（信仰等） 

・紹介したい魅力：優れた風景や眺望、地形や山容、巨木や植物群落等、歴史的な魅力 
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名水カード 

小朝日岳のヒメサユリ 

平成30年度「やまがた百名山」  

写真コンテスト 最優秀賞 

県山岳情報ポータルサイト 

※「やまがた百名山」を全て掲載しています 

 

「やまがた山」 Instagram 

県ホームページ： 

https://www.pref.yamagata.jp/050014/kurashi/kankyo/mizu/meisui/meisui.html 

 

 水大気環境課公式YouTubeチャンネル： 

https://www.youtube.com/channel/UCxI6EQ5vC3MqRfzlKp5RRrw 

 

 

○ 「やまがた百名山」の魅力を広く県内外に伝えるために、山形県山岳情報ポータルサ

イト「やまがた山」や Instagramを活用した情報発信をするとともに、写真コンテスト

や巡回写真展を開催しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 「里の名水・やまがた百選」の選定 

○ 県は、平成27年度から、地域の人々に育まれてきた優れた湧水等を「里の名水・やまが

た百選」として選定し県内外に広く紹介しています。この事業は、水環境を大切にする心

と郷土愛を育み、また、観光資源としての活用につなげ、地域の活性化を図ることを目的

としています。 

○ 県内にある水質が良く水量が豊富で、地域住民等による保全活動が行われている湧水の

うち、地域での利用状況や親水性、故事来歴、自然景観などを総合的に評価し「里の名水」

に選定しています。選定した名水には、選定書、標柱及び水質検査結果票を交付し、パン

フレットや県ホームページ等により情報発信しています。 

○ 令和元年度は次の９か所の湧水を選定し、累計で12市10町１村53か所の湧水が「里の名

水」となりました。 

 

 

 

● 阿弥陀清水（あみだすず／山形市） 

● 菅谷大聖不動明王の水 

 （すがやたいせいふどうみょうおうのみず／山形市） 

● 庚申水（こうしんすい／寒河江市） 

● 神明水（しんめいすい／寒河江市） 

● 東漸寺の水（とうぜんじのみず／天童市） 

● 館清水（たてしみず／米沢市） 

● 知恵の水・利根水（ちえのみず・りこんすい／高畠町） 

● 大清水（おおしず／遊佐町） 

● 落伏清水（おしょうしず／遊佐町） 

 

 

 

 

 

 

（令和元年度選定） 
里の名水「白鷹山・若返りの水」(H30選定)（南陽市） 

Googleマップ 

県ホームページ 
水大気環境課 

YouTube 
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森のホームステイ 

（竹ポットでドングリの苗木を育て、森にかえす活動） 

 

やまがた絆の森づくり 

（企業等の森づくり活動による環境貢献と山村地域の活性化） 

３ 野生鳥獣管理の推進と計画策定、新規狩猟者の確保・育成支援 

○ 鳥獣は、自然環境の重要な構成要素であり、生物の多様性の保全を図るため適切な保護

を必要とする一方で、人の生活や産業活動に対して被害を及ぼす面があり、人と鳥獣のあ

つれきの軽減のための措置を講じていく必要があります。 

○ 鳥獣による被害が深刻化している要因としては、鳥獣の生息域の拡大、個体数の増加等

が考えられ、それらの主な原因として、農山漁村の過疎化、高齢化等による里地里山等で

の人間活動の衰退に伴う、鳥獣の隠れ場所や餌場となる耕作放棄地の増加や、狩猟者の減

少による捕獲圧（鳥獣の捕獲により、生息数を抑制すること）の低下が指摘されています。 

○ 平成28年度に鳥獣保護管理法に基づく「山形県第12次鳥獣保護管理事業計画」を策定し、

鳥獣保護区における狩猟禁止等による鳥獣の保護を行うとともに、鳥獣の捕獲の許可基準

等を定め、鳥獣の適正な管理に向け取り組んでいます。また、ツキノワグマ、ニホンザル、

イノシシ及びニホンジカ（令和元年度策定）について、それぞれ管理計画を策定し、捕獲

等により生息域拡大の抑制や生息数の適正化を図り、農作物被害の減少に向けた取組みを

進めています。 

○ 高齢化等による狩猟者の減少を受け、新たな捕獲の担い手の確保・育成の取組みとして、

狩猟免許取得を目指す方への講習会や狩猟の魅力を伝える普及セミナーの開催、猟銃等の

購入費用に対する助成等を行ってきました。こうした取組みにより、令和元年度の狩猟免

許試験合格者は311人となり、平成24年度の51人から大幅に増加しました。また、一般社団

法人山形県猟友会の会員数（令和元年度末1,616人）も、37年ぶりに増加に転じた平成27

年度から５年連続で増加しています。 

  

４ やまがた緑環境税活用事業 

○ やまがた緑環境税は、森林の有する県土の保全、水源のかん養、自然環境の保全等の公

益的機能の維持及び持続的な発揮に関する施策の実施に要する経費の財源を確保するため、

平成19年４月から導入しています。 

森林がもたらす様々な恩恵は県民全てが享受していることから、できるだけ多くの県民

に広く公平に負担いただくという考え方に基づき、県民税均等割に一定の割合を上乗せす

る超過課税方式を採用し、税額は、個人が年額1,000円、法人が資本金などの額に応じて年

額2,000円～80,000円（法人県民税均等割額の10％相当額）を納付いただいています。 

○ 令和元年度の税収は、約６億7,000万円で、荒廃のおそれのある人工林の間伐や、活力が

低下している里山林の森林病害虫による被害木の伐採、再造林の推進、間伐材を合板やバ

イオマス燃料などに利用するための搬出の支援、地域住民、ＮＰＯ、市町村、企業などに

よる森づくり活動への支援、森林・自然環境学習の推進などの事業に活用しました。 
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基本目標５ 安全で良好な生活環境の確保 

 

人の健康を保護し、生活環境を保全するうえで維持されることが望ましい基準として、環境

基本法第16条に基づき環境基準が定められています。県は、これらの基準が達成されるよう、

大気の汚染、水質の汚濁、土壌の汚染及び騒音について、監視や指導を市町村と協力して行っ

ています。 

 

１ 山形県の生活環境の状況 

○ 県では、私たちの周りの大気の状況や川、湖沼、海の水質の状況などを監視し、併せて

工場や事業場の排ガスや排水の検査等を行っています。 

○ 環境基準の達成状況をみると、一部達成していない項目があるものの、いずれも人の健

康や生活環境に影響が生ずるレベルではなく、全般的にはおおむね良好な状況にあります。 

 

(1) 大気環境の状況（令和元年度） 

○ 「大気汚染防止法」に基づき常時監視として、一般環境の大気を測定する測定局とし

て県が13局、山形市が２局と自動車の排出ガスの影響を測定する測定局１局を配置して

大気汚染の測定を行い、結果を県のホームページにリアルタイムで公表しています。 

○ 令和元年度の大気の状況は、二酸化硫黄、二酸化窒素、一酸化炭素、浮遊粒子状物質

及び微小粒子状物質については、全ての測定局で環境基準を達成しました。 

光化学オキシダントについては、全ての測定局で環境基準を達成していませんが、「大

気汚染防止法」で定めた注意報発令基準値（人への健康影響が生ずるおそれがあるとし

て定められた値）は下回る状況でした。 

 

【令和元年度の大気環境の状況】 

測定項目 測定局数 
測定結果 

（1時間値） 

二酸化硫黄 11局 0.001ppm 

二酸化窒素 14局 0.003～0.023ppm 

一酸化炭素  1局 0.4ppm 

浮遊物粒子状物質 14局 0.020～0.034ppm 

光化学オキシダント  ８局 0.085～0.107ppm（最高値） 

微小粒子状物質（PM2.5） 13局 15.0～19.9μg/m3（日平均値） 

※山形成沢西局が年度途中から測定（飯田局を移設）を開始したことから測定結果から除外 

  

測定局舎（酒田光ヶ丘局） 

環境大気常時監視測定地点図 

大気環境の測定結果 

（リアルタイム） 

（令和２年３月3１日現在） 

〇 山形県の一般環境大気測定局 13局 
● 山形市の一般環境大気測定局  2局 
▲ 山形市の自動車排出ガス測定局 1局 

凡 例 

山形下山家局 ▲ 
山形銅町局 ● 

 山形成沢西局 ● 
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  (2) 水環境の状況（令和元年度） 

○ 県は、「水質汚濁防止法」に基づき「水質測定計画」を 

策定し、国土交通省及び山形市と共に、川、湖沼、海の 

水質の状況について、毎月、健康項目（56地点）、生活環 

境項目（55水域）などの測定を行い、その状況を公表し  

ています。 

○ 健康項目は、人の健康を保護するための基準として設 

定されている項目（カドミウム、シアン等有害物質）で 

す。生活環境項目は、水道や水産などの利水の面から生活環境を保全するための基準と

して設定されている項目でＢＯＤ（生物化学的酸素要求量）、ＣＯＤ（化学的酸素要求量）

等があり、河川ではＢＯＤ、湖沼や海ではＣＯＤを用います。 

  令和元年度は、寒河江市の間沢川と最上町の背坂川でカドミウムが環境基準を達成し

ませんでしたが、その他の測定地点では環境基準を達成しています。 

  

  

最上川は本県を縦貫する全長約230kmの一級河川です。流域面積は約7,000km2で県

人口の約８割が生活していることから、山形県の「母なる川」と言われています。 

40年間の最上川の水質（ＢＯＤ）をグラフでみると、ほとんどの地点で水質が改善し

てきていることがわかります。合併処理浄化槽や下水道施設の普及により、汚れた水の川

への流入が減ってきたことが背景にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

(3) ダイオキシン類の状況（令和元年度） 

〇 県は、「ダイオキシン類対策特別措置法」に基づき「環  

境中ダイオキシン類測定計画」を策定し、住宅地域やご 

み焼却施設の周辺の大気、水質及び土壌などに含まれる 

ダイオキシン類の状況を調査しています。 

〇 令和元年度は、11市町延べ49地点で調査を実施してお  

り、全ての地点で環境基準を達成しました。 

〇 また、廃棄物焼却炉などの特定施設の設置者は、年１ 

回以上排出ガス及び排出水中のダイオキシン類を測定し、 

その結果を県に報告することになっています。 

〇 令和元年度は、稼働した廃棄物焼却炉等85施設から測定結果の報告があり、排出基準

を超過した施設はありませんでした。 

～ きれいになってる？！最上川 ～ 

最上川における水質の状況 

ダイオキシン類調査（土壌の採取） 

 

海域での採水 
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２ 水資源の保全 

〇 山形県は県土の約７割を森林が占め、全国一の広い面積を有するブナの天然林をはじめ

とする豊かな自然に恵まれています。水資源は、この豊かな自然に支えられており、私た

ちの日常生活や農業、工業などの経済活動に欠くことのできない重要な資源であり、良好

な状態で将来の世代に継承していかなければなりません。 

〇 一方、外国資本等による森林の買収や開発行為など、良好な水資源への影響が懸念され

る事案が県内でも発生したことから、水資源の保全を図るための山形県独自の条例として、

「山形県水資源保全条例」を平成25年３月に制定しました。 

〇 水資源保全地域とは、公共の用に供される水（水道の原水、農林漁業用水、工業用水、

融雪用水など）の取水地点とその周辺の区域について、この条例に基づき指定される地域

のことで、本県独自の制度です。水資源保全地域内において土地取引等や開発行為を行お

うとする場合は、２か月前までに県への届出が必要となります。 

【水資源保全地域の指定状況（令和元年度末）】 

指定年月日 対象市町村 水資源保全地域の名称 面積（ha） 

平成25年 

９月27日 
長井市 長井市野川地区水資源保全地域 1,605 

遊佐町 遊佐町牛渡・滝渕・洗沢地区水資源保全地域 1,083 

遊佐町下当山・長坂地区水資源保全地域 365 

遊佐町白井地区水資源保全地域 246 

平成26年 

３月11日 
米沢市 米沢市大荒沢水源地水資源保全地域 168 

米沢市鬼面川貯水池水資源保全地域 858 

南陽市 南陽市小滝地区水資源保全地域 946 

庄内町 庄内町立谷沢川地区水資源保全地域 2,680 

遊佐町 遊佐町八森・藤井地区水資源保全地域 167 

平成27年 

１月30日 
最上町・舟形町 最上小国川水資源保全地域 6,814 

川西町 川西町犬川地区水資源保全地域 4,886 

川西町黒川地区水資源保全地域 2,294 

平成27年 

５月29日 
鶴岡市 鶴岡市水資源保全地域 21,184 

西川町 西川町水資源保全地域 13,036 

舟形町 舟形町堀内地区水資源保全地域 1,543 

平成28年 

６月10日 
大江町 大江町水資源保全地域 8,254 

川西町 川西町犬川地区水資源保全地域（区域の拡大） 348 

飯豊町 飯豊町水資源保全地域 21,788 

平成29年 

３月28日 
酒田市 酒田市水資源保全地域 12,881 

尾花沢市 尾花沢市水資源保全地域 10,335 

金山町 金山町水資源保全地域 5,729 

戸沢村 戸沢村水資源保全地域 4,166 

高畠町 高畠町水資源保全地域 9,033 

平成30年 

３月27日 
東根市 東根市水資源保全地域 10,256 

鮭川村 鮭川村水資源保全地域 3,235 

平成31年 

３月26日 
村山市 村山市水資源保全地域 6,627 

朝日町 朝日町水資源保全地域 5,735 

大蔵村 大蔵村水資源保全地域 3,082 

小国町 小国町水資源保全地域 19,317 

令和２年 

３月27日 
大石田町 大石田町水資源保全地域 2,873 

合 計 24市町村 29箇所（県内民有林面積の57.4％） 181,534 
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基本目標６ 環境教育を通じた環境の人づくり 

 

本県の豊かな自然環境を将来世代へ継承するとともに、限りある資源を有効に活用し、持続

可能な社会を形成していくためには、すべての県民が環境との関わりについての正しい認識

と理解を深め、日常生活や事業活動において自らが率先して環境に配慮した行動を実践して

いくことが不可欠です。 

このため、本県では、本県の環境行政施策の基本計画である「第３次山形県環境計画」にお

いて、環境学習・環境保全活動への参加者数を令和２年度までに年間16万７千人とすること

を目標に掲げ、やまがた緑環境税を活用した県民参加の森づくり活動の推進や環境学習支援

団体の認定（環境の保全に関する情報の提供や、体験の機会の提供等を通じて、県民の環境

学習を支援している民間団体を知事が認定するもの）、環境科学研究センターの利用促進など

に取り組んでいます。 

こうした取組みにより、環境学習・環境保全活動への参加者数は、平成29年度に16万７千人

となり目標を前倒しで達成し、平成30年度には17万４千人、令和元年度末には、17万６千人

となりました。 

 

１ 山形県環境教育行動計画 

○ 「第３次山形県環境計画」の分野別計画として「山形県環境教育行動計画」を平成25年

３月に策定し、学校、地域等幅広い場における環境教育や、環境保全の意欲の増進などに

取り組んでいます。 

○ 平成30年３月には、施策の進捗状況や、平成29年３月に中間見直しを行った「第３次山

形県環境計画」の内容を踏まえ、中間見直しを行いました。 

 

２ 環境教育の推進 

(1) 環境学習プログラムの整備 

○ 小学生を主な対象として、室内学習のほか、地域の森林、里山等での体験学習も取り

入れながら環境について効果的に学ぶ「環境学習プログラム」を次の９つのテーマにつ

いて作成し、教育委員会等に紹介するとともに、環境科学研究センターの環境教室など

において活用しています。 

①地球温暖化      ②ごみ減量、リサイクル       ③自然との共生 

④再生可能エネルギー  ⑤生物多様性（外来生物・動物編）  ⑥水資源保全 

⑦食品ロス   ⑧生物多様性（外来生物・植物編）   ⑨海ごみと私たちの生活 

 

(2) 山形県環境学習支援団体の認定 

○ 環境の保全に関する情報の提供や体験機会の提供などを通じて、県民の皆さんの環境

学習を支援している民間団体を認定し、広く紹介することにより環境学習の機会の拡大

を図り、環境保全の意欲増進を図ることを目的として、平成16年度から認定を行ってい

ます。令和元年度末現在41団体を認定し、県ホームページ等において各認定団体の活動

について紹介しています。  
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○ 令和元年度は、山形県環境学習支援団体が共同して「令和元年やまがた環境展」にブ

ース出展し、来場者に環境学習を体験いただいたほか、活動内容をＰＲしました。 

 

(3) 「やまがた木育」の取組み 

○ 平成30年３月に「やまがた木育推進方針」を策定

し、「森や自然の大切さを学び、森や木の文化を見つ

め直し、森や自然の恵みに感謝し、自然との共生の

文化を理解・共感できる豊かな心を育み、森との絆

を深め、暮らしの中に木を活かしていくこと」を「や

まがた木育」と定めました。 

○ 令和元年度は、未就学児向け「木育絵本」の増刷・配布、小学校低学年向け「木育ブ

ック」と「木育クラフト」の作成・実践、小学校高学年向け副教材「やまがたの森林」

とポケット版教材「森のたんけん手帳」を増刷・配布しました。 

また、「やまがた木育」の裾野を広げるため、やまがた木育人材養成講座【スタートア

ップ】を開催しました。 

 

(4) 山形県環境科学研究センターの取組み 

○ 環境科学研究センターは、環境モニタリング、試験研究、人材育成等の機能とともに、

環境教育拠点施設として、県民による自主的で活発な環境保全活動が展開されるよう施

設を開放し、親子で楽しむ環境科学体験デーや夏休み親子科学教室を開催しています。

また、環境教育教材の貸出し、出前講座、環境アドバイザー等の派遣、水生生物調査へ

の参加呼びかけなどを通じ、環境意識の醸成を図っています。加えて、県内で行われる

環境関連イベントなどについて、ホームページやＳＮＳで情報発信しています。 

ア 環境教育 

環境教育に関する相談窓口の設置、環境情報・自然環境棟における環境関連の図書や

ＤＶＤ等の展示・貸出、体験学習の支援など 

イ 環境教室 

学校、団体、放課後子ども教室・放課後児童クラブなどを対象 

とした出前講座・所内教室の実施 

【令和元年度実績】 93回（2,843名参加） 

《講座例》段ボールリサイクル工作、水生生物調査 

ウ 環境アドバイザー等の派遣 

令和元年度新規認定団体 環境学習の概要 

特定非営利活動法人山と川の

学校（最上町） 

「子ども体験の森」での、きのこ植菌、炭焼き体験、枝打ちや

除伐などの林業体験等を通し、森林環境の保全について学ぶこと

ができる。 

特定非営利活動法人美しいや

まがた森林活動支援センター

（南陽市） 

「やまがた大森林祭」の開催や、森林案内、バイオマス体験活

動等を行っており、木育や森林の効用等を通し、循環型の生き方

や環境保全について学ぶことができる。 

合同会社JRE酒田風力（酒田

市） 

酒田北港地区にある、風力発電設備や太陽光発電設備の見学を

通し、再生エネルギーの仕組みについて学ぶことができる。 

特定非営利活動法人ひらた里

山の会（酒田市） 

竹林整備や竹炭作り、「悠々の杜」での遊歩道づくり等の体験活

動を通して、里山の役割や自然環境の豊かさ、環境保全の大切さ

を学ぶことができる。 

環境教室の様子 

やまがた木育人材養成講座【スタートアップ】 
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環境、エネルギーに関する専門的な知見を有する環境アドバイザーや地球温暖化防止

活動推進員の派遣 

【令和元年度実績】 78回（3,596名参加） 

《講座例》地球温暖化、リサイクル、水生生物、ネイチャーゲーム、エコクッキング 

エ 親子で楽しむ環境科学体験デー 

環境月間（６月）推進事業の一環として、環境への関心

を深めるとともに、環境科学研究センターの業務や施設を

県民に知っていただくことを目的に平成15年度から開催 

【令和元年度実績】６月30日開催（入場者延べ347名） 

《実施内容》 

◆「スライムをつくろう！」、「エアカーリング！」など 

の実験・体験コーナー 

◆「センター研究施設見学」、「川の生き物観察」などの見学・展示コーナー 

 

 (5) 若者を対象としたＳＤＧｓカフェの開催 

  〇 ＳＤＧｓをキーに、サステナブルな環境・社会づ

くりについて、県民の皆さんに考えていただく機会

として、「未来につなげよう！環境問題を考えるＳＤ

Ｇｓカフェ」を開催しました。山形市と酒田市を会

場として計２回開催し、高校生・大学生など若者を

中心に、合わせて約60名の方から参加いただき、講

演や事例発表、グループワークを通して、これから

の環境問題や本県の環境政策について理解を深めました。 

 

３ 環境保全活動の顕彰 

○ 県では、地球環境又は地域環境の保全と創造に功績のあった方を顕彰する「環境やまが

た大賞」事業を実施しています。 

○ 令和元年度は、次の団体が受賞しました。 

受賞区分及び受賞者 功 績 概 要 

【環境やまがた大賞】 

特定非営利活動法人 

飯豊朝日を愛する会 

官民協働で、登山により浸食を受けた登山道を補修し、消

失した高山草原を復元する「合同保全作業」を行っており、

その中で計画立案、参加者募集及び作業実施を担当し、保全

活動を主導している。 

【環境やまがた大賞】 

山形県森林インストラクター会 

 自ら企画運営をする森林環境教育プログラムを開発し、こ

れを運用し様々なアクティビティを提供しているほか、県内

各地の幼稚園や小学校、地域団体等からの依頼により、森の

案内や木材を使った体験学習の指導を積極的に行っている。 

【環境やまがた奨励賞】 

やまがた自然エネルギー 

ネットワーク 

 再生可能な山形の資源を使い、安全で持続可能な山形づく

りを目指し、バイオマスボイラや薪ストーブの地域への導入

支援、太陽光発電所の市民出資やソーラーシェアリングのコ

ーディネート等を行っている。 

 

 
 

環境問題を考える SDGsカフェ 

環境科学体験デー 
「外来生物を釣って駆除しよう」 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 環境白書は、山形県ホームページでも御覧いただけます。 

 《県ホームページ掲載先》 

  ホーム ⇒ くらし・環境 ⇒ 環境・リサイクル 

  ⇒ 環境教育 ⇒ 山形県の環境白書 

 《URL》 

https://www.pref.yamagata.jp/050015/kurashi/kankyo/ 

kyoiku/kankyohakusyo/index.html 

令和２年度版山形県環境白書 

山形県の環境 

 

令和３年３月発行 

山形県環境エネルギー部環境企画課 

〒990-8570 山形市松波二丁目８番１号 

電 話 023-630-2308 

ＦＡＸ 023-630-2133 

～表紙の写真～ 

「春を泳ぐ」 

令和元年度「やまがた百名山」Instagram 

フォトコンテスト 春の季節賞 

https://www.pref.yamagata.jp/050015/kurashi/kankyo/

